
 
 

 

日本の気候・エネルギー政策の課題 
―これからの脱原発・脱石炭、そして脱炭素の未来に向けて－ 
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未来投資戦略2017（2017年6月） 

健康寿命の延伸 
移動革命の実現 
サプライチェーンの次世代化 
快適なインフラ・まちづくり 
FinTech 
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日本の温室効果ガス排出量と目標 

京都議定書 
第1約束期間 

6％削減 

2050年 

80％削減 

2030年26％
削減（13年比） 

民主党目標 

25％削減 

（90年比） 

麻生目標（08年） 

15％削減（05年比） 

2020年目標 

3.8％削減（05年比） 

地球温暖化 
防止行動計画 
0％（90年比） 
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• 2030年の電源構成  
– 化石燃料（石炭・天然ガス）の割合は現状維持（5割以上） 

– 原発20～22％、再生可能エネルギー22～24％、石炭26％ 

 

 

 

 

 

エネルギー基本計画 
なお、原発・石炭火力に依存する方針 

再生可能エネ

23%

原発

21%

LNG
27%

石炭

26%

石油

3%

2030年の見通し

再生可能エネ

11%

原発

26%

LNG
27%

石炭

24%

石油

12%

原発事故前10年間平均

図 電源構成の2030年見通し（出所：資源エネルギー庁） 



省エネポテンシャルは掘り起こせているのか？ 
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・鉄・セメント・紙パルプ・化学の4

業種のみ個別対策が列記、その
他、業種横断で対策とりまとめ 

 

・エネルギーマネジメントはわず
かな削減のみ 

 

・産業部門 1042.0kl (33.4%) 

・業務部門 1226.5kl  (21.6%) 

・家庭部門 1160.7kl  (14.9%) 

・運輸部門 1607.1kl  (17.1%) 

 

 



7 



8 

原発再稼動への動き 
 
 

稼働中  5基 
許可   7基 
審査中 １４基 
 
未申請 １８基 
廃炉   ７基 
 

 



2012年以降の 
 石炭火力発電所新設計画は50基、現在なお42基 

日本地図 日本地図 

●運転開始...赤５ 
●建設中...オレンジ13 
●アセス中...黄色2４ 
●計画中 ...黒４ 
●運転中止・廃止...緑４ 

出典）気候ネットワーク作成 



新規計画の規模感は異常 
温室効果ガス削減目標の達成も困難に 

 
運転開始年別の既存発電所と新規計画 
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既存発電所 94基 

 4180万kW 

新規計画 42基 
2051万kW 

（万kW） 

0.0 
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2,000.0 

2,500.0 

設備容量（運転中） 設備容量（計画中） 
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海外への石炭火力技術の輸出支援額 
日本は先進国で最大(中国に次いで2位） 

 

出典）NRDC Power Shift: Shifting International Public Finance from Coal to Renewables 

途上国でも再エネの価格が急速に低下している中で、石炭火力の新設の
必要性は大きく低下。各地で反対運動も大きい、 



脱石炭を目指す国際連盟 （27の国・自治体が参加） 

Powering Past Coal Alliance (PPCA) 

英国・カナダが、既存の石炭火力の段
階的廃止を目指して、連合を発足 
 

既存の石炭火力発電を全廃（段階的廃止）、新規
の石炭火力発電の建設を停止（CCSなしの場合） 

ビジネス等は石炭なしの事業にコミット 

海外への石炭火力発電への支援をやめる 
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電力自由化後の動き 
電力のスイッチは10％を超えた 
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切り替え先は東京ガスが一人勝ち 
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ビジョン：脱炭素・自然エネ100％の 
持続可能な未来 



今、必要なこと 

• 2020年までの行動＆２０３０年の目標引き上げ 

• ビジョンの共有 → 政治へのフィードバック 

• カーボン・プライシング 

• パワーシフト・電力スイッチで再エネ応援 

• 自然エネ100％の一般化 

• 省エネの掘り起こし 

• 原発・石炭にNO！地域でのアクション拡大 

• 市民・NGOの率先的行動（パリ協定が求めて
いる）・ネットワーク・交流 
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